嘱　託（期　間）雇　用　契　約　書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
雇用期間：平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

 (1)本契約をもって最終とする　　

(2)甲は継続雇用の基準を定めた労使協定に該当する場合のほか、次の各号の全てが充足された場合に限り、乙との労働契約を更新する。更新するときは再度労働条件を見直す。

①就業規則及び付属規程を遵守できること
②常に上司の指示をよく守り他の従業員と協調して職務を遂行できること

③契約期間中に無断欠勤、遅刻、早退をしていないこと

④制裁事由に該当する行為がなかったこと

⑤心身ともに健康であって、更新後の契約期間内に、労働契約の本旨に沿った労務
の提供ができると見込まれること

⑥経営上の必要又は天災事変その他これに準ずる事由により余剰員を生じていないこと

⑦所属部署、事業場の移転、縮小、廃止などの事情が生じていないこと

⑧担当業務の遂行状況及び進捗状況又はその必要性などから判断して契約更新の
必要性があること
⑨契約期間中に業務上、無事故無違反であること。

(3)前号により更新する場合でも、通算5年を超えて（または4回を超えて）更新しない。

就業場所
：（再雇用直後）　　　　　　　（変更の範囲）
職種
：（再雇用直後）　　　　　　　（変更の範囲）

労働時間
：  　　　時　　　分～　　　時　　　　分　　　　実働　　　時間　　　　分

（休憩　　時　　分～　　時　　分　　　　時　　分～　　時　　分）
　　　　　(1)業務上必要ある場合には、勤務日の変更、所定外勤務を命ずる場合がある。

(2)遅刻、早退、欠勤するときは事前に所属長まで連絡すること。
　　　　　(3)事業場外で労働する場合は上記所定時間を労働したものとみなす。

休日  ：日曜日、祝日、会社指定日（年間休日カレンダーによる）
(1)業務の都合上この休日は変更されることがある。

休　暇  ：就業規則による
賃金  ：基本給　　月給・日給・時給　　　　　　　　　　　円
諸手当

昇　給  ：なし

支払い日
：前月　　日～当月　　日までを当月末日に支払う（　日が休日のときはその前日）。
　　　　　

賞与
：　(1)あり　　原則として　月、　月に支給する。但し諸般の事情により支給しない　

　　　　　　　　　　　　ことがある。
　　　　　　 (2)なし
退職金
：   なし
退職
：(1)契約期間満了により退職となる。

(2)契約期間内でも乙より退職を申し出て、甲が承認した場合はその時点で退職とする。

(3)甲は就業規則に定める解雇事由のあるときは契約期間内でも、30日前までに予告のうえ、解雇することができる。

(4) 就業規則の休職事由に該当することとなった場合は、契約期間の終期を超えて休職とせず、また休職期間満了による。但し場合により休職を適用せず、前号を適用する。
(5)無断欠勤が連続して14日に及んだときはその最終日をもって、自己都合退職とする。ただしやむを得ない事由のある場合を除く。
(6)その他就業規則に定める事由による。

社会保険
：健康保険　厚生年金　労災保険　雇用保険　

　
その他　：１．時間外労働を行うときは、原則として事前に所属長の承認を得るものとし、自らの判断で行わないものとし、これに反する労働は労働時間として参入しない。
　　　　　２．契約更新は自動更新をせず、最後の契約を除き期間満了前に次期の労働契約の内容について、見直しをする。

　　　
この契約に定めのない事項については就業規則によるほか、双方協議の上、決定するものとする。


乙は以上の内容を確認し、理解した上で甲との雇用契約を申し込み、上記に関し、お互いに承諾諾したことの証として各々1通保管する。こと雇用期間の(1)から(3)の更新に関する事項については乙は充分な納得をした上で、契約を申し込むものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
所在地
名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
�１,２どちらかを選択


�契約が通算5年を超えたところで無期転換権が生じる。それが困るなら契約の初めからその期待権を遮断しておく。4回というのは1年契約にしている場合のこと。


25年4月より改正の労働契約法及び労基法�を意識して、特に雇用期間の更新事項については充分に説明して納得を得る。但し個別合意があっても、就業規則の内容が上回れば、不利益な個別同意は否定される





